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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第３四半期
連結累計期間

第30期
第３四半期
連結累計期間

第29期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 7,923,076 8,099,181 10,390,693

経常利益 (千円) 628,380 589,034 468,993

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 317,650 371,551 210,912

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 315,398 369,284 208,701

純資産額 (千円) 2,469,468 2,388,670 2,362,771

総資産額 (千円) 7,038,086 7,058,519 6,420,897

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 54.07 65.79 35.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 54.02 ― 35.88

自己資本比率 (％) 35.1 33.8 36.8

回次
第29期

第３四半期
連結会計期間

第30期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 55.56 76.33

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

４．第30期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　
（教育関連）

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社global bridge 大阪の株式を取得したことにより、同社を連結子

会社にしております。

　
この結果、平成27年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社３社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(１) 業績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策、企業業績の好転、雇用環境の改善がみら

れたものの、中国の経済成長率の鈍化、世界的な景気減速懸念、個人消費回復の遅れ等、景気の先行きは不透明

な状況が続いております。

　当社グループでは事業ドメイン「乳幼児から社会人までの教育および保育を基本とする教育企業」の下、主力

ブランドである「開成教育セミナー」および「個別指導学院フリーステップ」に加え、「かいせい保育園」および

「かいせいプチ保育園」を始めとした新規ブランドを立ち上げ、より幅広い年齢層を対象とした事業を展開してお

ります。

　この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は8,099,181千円（前年同期比2.2％増）となりましたが、

人件費等の増加により営業利益は607,457千円（前年同期比6.2％減）、経常利益は589,034千円（前年同期比6.3％

減）となったものの、減損損失の負担が軽減したこと等から、親会社株主に帰属する四半期純利益は371,551千円

（前年同期比17.0％増）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　
①教育関連事業

例年ピークを迎える11月時点のグループ生総数は25,545人（前年同月比0.0％増）となり、前年同月と同水準

となりました。部門別では、クラス指導部門9,611人（前年同月比2.7％減）、個別指導部門15,654人（同1.9％

増）、その他の指導部門280人（同4.8％減）となりました。クラス指導形態の市場は全般的に厳しい状況にある

なか、塾生募集策を強化することで入塾者数は持ち直す傾向にあるものの、ある程度の退塾者が発生すること

から前年同月比で微減となる状況が続いております。個別指導部門では、主要ブランドである「個別指導学院

フリーステップ」の拡大が続き堅調に推移しております。

　費用面においては、教室展開に係る費用および教室運営費用を圧縮したものの、主に事業拡大に伴う人件費

が増加したことで当該セグメントに係る費用は増加いたしました。

　この結果、売上高は7,959,296千円（前年同期比2.6％増）となり、セグメント利益（営業利益）は962,376千

円（前年同期比0.6％増）となりました。

　
②不動産賃貸事業

所有不動産の余剰スペースを賃貸している不動産賃貸事業については、前年とほぼ同水準の賃貸状況であっ

たことから、売上高は39,836千円（前年同期比0.2％増）となり、セグメント利益（営業利益）は34,181千円

（前年同期比1.4％減）となりました。

　
③飲食事業

飲食事業については、個人消費の不透明な状況から店舗運営には厳しい環境が続いております。このような

状況の下、既存店舗における集客の向上を図るとともに、前期において採算の改善が見込めない店舗を閉鎖い

たしました。この結果、売上高は100,048千円（前年同期比21.5％減）となりましたが、不採算店舗の費用負担

軽減により、セグメント損失（営業損失）は2,852千円（前年同期はセグメント損失（営業損失）20,177千円）

となりました。
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(２) 財政状態の分析

①資産

流動資産は、前連結会計年度末から601,890千円（23.0％）増加し、3,216,139千円となりました。これは主

として営業未収入金が前連結会計年度に比べ906,449千円増加し、現金及び預金が前連結会計年度に比べ

230,027千円、商品が同18,510千円減少したことによります。

　固定資産は、前連結会計年度末から35,732千円（0.9％）増加し、3,842,380千円となりました。これは主と

して建物及び構築物が前連結会計年度に比べ21,082千円、差入保証金が同17,946千円増加したことによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末から637,622千円（9.9％）増加し、7,058,519千円となりました。

②負債

流動負債は、前連結会計年度末から503,990千円（18.9％）増加し、3,168,643千円となりました。これは主

として短期借入金が前連結会計年度に比べ408,334千円、前受金が同211,589千円増加し、賞与引当金が前連結

会計年度に比べ85,792千円、買掛金が同77,479千円減少したことによります。

固定負債は、前連結会計年度末から107,733千円（7.7％）増加し、1,501,206千円となりました。これは主と

して長期借入金が前連結会計年度に比べ92,599千円増加したことによります。

　この結果、負債は、前連結会計年度末から611,724千円（15.1％）増加し、4,669,849千円となりました。

③純資産

純資産合計は、前連結会計年度末から25,898千円（1.1％）増加し、2,388,670千円となりました。これは主

として利益剰余金が前連結会計年度に比べ316,565千円増加し、自己株式取得により前連結会計年度に比べ

288,400千円減少したことによります。

(３) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(４) 研究開発活動

該当事項はありません。

(５) 従業員数

①連結会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数は72名増加しております。その主な理由は、

教育関連事業における事業拡大に伴うものであります。

②提出会社の状況

当第３四半期累計期間において、当社の従業員数は70名増加しております。その主な理由は、教育関連事業

における事業拡大に伴うものであります。

(６) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(７) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計

画の著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,360,000

計 15,360,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,876,000 5,876,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株であ
ります。

計 5,876,000 5,876,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年12月31日 ― 5,876,000 ― 235,108 ― 175,108

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 350,200

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,525,400 55,254 ―

単元未満株式 普通株式 400 ― ―

発行済株式総数 5,876,000 ― ―

総株主の議決権 ― 55,254 ―

② 【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社 成学社

大阪府大阪市北区中崎西
３丁目１－２

350,200 ― 350,200 5.95

計 ― 350,200 ― 350,200 5.95

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,213,977 983,949

営業未収入金 957,049 1,863,498

商品 51,335 32,824

貯蔵品 20,150 17,930

その他 404,183 342,592

貸倒引当金 △32,447 △24,656

流動資産合計 2,614,248 3,216,139

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,506,697 2,655,875

減価償却累計額 △1,034,632 △1,162,727

建物及び構築物（純額） 1,472,065 1,493,148

土地 923,058 923,058

その他 573,388 635,408

減価償却累計額 △386,941 △439,365

その他（純額） 186,447 196,043

有形固定資産合計 2,581,571 2,612,249

無形固定資産

のれん 32,257 23,815

その他 73,243 77,539

無形固定資産合計 105,501 101,355

投資その他の資産

差入保証金 812,819 830,765

その他 306,755 298,009

投資その他の資産合計 1,119,575 1,128,775

固定資産合計 3,806,648 3,842,380

資産合計 6,420,897 7,058,519
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 149,041 71,561

短期借入金 450,000 858,334

1年内返済予定の長期借入金 345,775 379,357

未払法人税等 97,027 125,908

賞与引当金 118,853 33,061

前受金 622,441 834,031

その他 881,512 866,388

流動負債合計 2,664,652 3,168,643

固定負債

長期借入金 1,021,029 1,113,628

役員退職慰労引当金 27,414 33,282

退職給付に係る負債 11,724 11,724

資産除去債務 288,821 304,061

その他 44,483 38,509

固定負債合計 1,393,472 1,501,206

負債合計 4,058,125 4,669,849

純資産の部

株主資本

資本金 235,108 235,108

資本剰余金 175,108 175,108

利益剰余金 1,953,072 2,269,637

自己株式 △52 △288,452

株主資本合計 2,363,236 2,391,401

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △464 △2,731

その他の包括利益累計額合計 △464 △2,731

純資産合計 2,362,771 2,388,670

負債純資産合計 6,420,897 7,058,519
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 7,923,076 8,099,181

売上原価 6,171,364 6,331,546

売上総利益 1,751,712 1,767,634

販売費及び一般管理費 1,104,221 1,160,176

営業利益 647,490 607,457

営業外収益

受取利息 1,182 1,290

受取配当金 342 1,363

投資有価証券売却益 2,547 1,053

補助金収入 - 15,000

その他 3,227 4,334

営業外収益合計 7,300 23,041

営業外費用

支払利息 19,335 18,167

固定資産除却損 5,948 0

自己株式取得費用 - 21,967

その他 1,126 1,330

営業外費用合計 26,411 41,465

経常利益 628,380 589,034

特別利益

事業譲渡益 - 3,010

受取和解金 - 6,500

特別利益合計 - 9,510

特別損失

投資有価証券評価損 2,999 -

減損損失 38,708 9,176

貸倒損失 - 1,740

特別損失合計 41,708 10,916

税金等調整前四半期純利益 586,671 587,628

法人税、住民税及び事業税 299,217 195,286

法人税等調整額 △30,195 20,790

法人税等合計 269,021 216,077

四半期純利益 317,650 371,551

親会社株主に帰属する四半期純利益 317,650 371,551
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 317,650 371,551

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,252 △2,266

その他の包括利益合計 △2,252 △2,266

四半期包括利益 315,398 369,284

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 315,398 369,284

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更）

当第３四半期連結会計期間より、株式会社global bridge 大阪の株式を取得したことにより、同社を連結の範囲

に含めております。

　なお、みなし取得日を平成27年12月31日としており、当第３四半期連結会計期間においては貸借対照表のみを連

結しております。

　
(会計方針の変更等)

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年

９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

(四半期連結貸借対照表関係)

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に

基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

当座貸越限度額 900,000千円 880,000千円

借入実行残高 450,000 〃 858,334 〃

　差引額 450,000千円 21,666千円

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自

平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

当社グループでは、通常授業の他に季節講習として、春期、夏期、冬期の講習を実施しております。売上高は、

各講習の時期に大きくなるため、四半期ごとの実績に季節的変動があります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 (自 平成27年４月１日

至 平成26年12月31日) 至 平成27年12月31日)
減価償却費 210,129千円 210,923千円

のれんの償却額 8,441 〃 8,440 〃
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 26,973 4.60 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月13日
取締役会

普通株式 27,909 4.75 平成26年９月30日 平成26年12月10日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 27,909 4.75 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月13日
取締役会

普通株式 27,076 4.90 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３ 株主資本の著しい変動

自己株式の取得

当社は平成27年５月18日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条第１項に基づき、自己株式の取得及びその具体的な方法として自己株式の公開買付けを行うことを決議

し、自己株式を取得しました。これにより、第２四半期連結会計期間において自己株式は288,400千円増加し、当

第３四半期連結会計期間末において288,452千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント 調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

教育関連事業
(千円)

不動産賃貸事業
(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 7,755,883 39,772 127,419 7,923,076 ― 7,923,076

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 22,179 ― 22,179 △22,179 ―

計 7,755,883 61,952 127,419 7,945,256 △22,179 7,923,076

セグメント利益又は
損失（△）

957,002 34,661 △20,177 971,486 △323,995 647,490

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△323,995千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

323,995千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「教育関連事業」セグメント及び「飲食事業」セグメントにおいて、減損損失を計上しております。なお、当該

減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において「教育関連事業」セグメント30,838千円、「飲食事業」セ

グメント7,869千円であります。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント 調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

教育関連事業
(千円)

不動産賃貸事業
(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 7,959,296 39,836 100,048 8,099,181 ― 8,099,181

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 19,379 ― 19,379 △19,379 ―

計 7,959,296 59,215 100,048 8,118,560 △19,379 8,099,181

セグメント利益又は
損失（△）

962,376 34,181 △2,852 993,706 △386,248 607,457

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△386,248千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

386,248千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「教育関連事業」セグメントにおいて、減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第３

四半期連結累計期間において9,176千円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

(１) １株当たり四半期純利益金額 54円07銭 65円79銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 317,650 371,551

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　 四半期純利益金額(千円)

317,650 371,551

普通株式の期中平均株式数(株) 5,874,724 5,647,921

(２) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 54円02銭 ―

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 5,168 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第30期 (自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日) 中間配当については、平成27年11月13日開催の取締役

会において、平成27年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決

議いたしました。

　 (１) 配当金の総額 27,076千円

　 (２) １株当たりの金額 ４円90銭

　 (３) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年２月12日

株式会社成学社

取締役会 御中

仰星監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 髙谷 晋介 印

業務執行社員 公認会計士 池上 由香 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社成学社

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社成学社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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